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１　審議会等委員への女性の登用状況 （平成31年3月31日現在）

） ）

） ） ）

） ）

） ） ）

） ）

） ） ）

２　県議会における女性議員の割合 （平成30年12月31日現在）

３　女性公務員の採用・登用状況

　（１）管理職の在職状況 （平成31年4月1日現在）

  

(C) (D)

計

計

　（２）女性公務員の採用状況

目 標 値
法令により置かなければならない審議会：平成32年度末（令和２年度末）まで　35％
県が目標対象とする審議会：平成32年度末（令和２年度末）まで　40％

延女性委員等数（ 442 34.4

目標の対象である審議会
等における登用状況

女性比率（

うち女性委員を含む審議会等数（ 6980

延総委員等数（

審議会等数（

31.2女性比率（延総委員等数（

1,284

879 延女性委員等数（

地方自治法（第180条の
５）に基づく委員会等にお
ける登用状況

委員会等数（ 9

法令により置かなければ
ならない審議会等におけ
る登用状況

本県の政策・方針決定過程への女性の参画状況

44 うち女性委員を含む審議会等数（ 37審議会等数（

274

部局長ｸﾗｽ 次長ｸﾗｽ

うち女性委員を含む審議会等数（ 8

15.6女性比率（

8.3%

課長ｸﾗｽ

延総委員等数（

管理職総数
女性管理職の内訳

（人）

77 延女性委員等数（ 12

（％） （人）

2 3
本庁

459 28 6.1

うち一般行政職　 353 27 7.6

支庁・地
方事務所

322 22 6.8 0 3

うち一般行政職　 192 10 5.2 0 0

1.2 0 0
再掲

警 察 本 部 163 2

教育委員会

うち　上級 143 29 20.3

（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

52 6 11.5 0

うち警察関係 230 53 23.0

女性比率　　　（％）

総数 うち女性数（人）　　　 女性比率（％）

60 5

232 3

（人） （人）

（Ａ） (B) = (C+D+E) (B/A) (E)

うち女性管理
職数　　（人）

女性比率

うち　上級 124 34 27.4

35.5

33.8

28.3

22

19

10

2

うち一般行政職 214 76

1 5

総　　数　　（人） うち女性数　　（人）

全体 577 195

うち　上級 350 99

- 37 -



  
 

- 38 - 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

婦人の地位委員会発足 （1946 年） 

1975 年を「国際婦人年」とすることを 

宣言           （1972 年） 

国際婦人年世界会議開催 
（1975 年 メキシコ） 

テーマ“平等・発展・平和” 

「世界行動計画」を採択 

「国連婦人の 10 年」 （1976 年～1985 年） 

「国連婦人の 10 年」中間年世界会議

開催       （1980 年 デンマーク） 

 

「女子に対するあらゆる形態の差別

の撤廃に関する条約」署名式の実施 

「国連婦人の 10 年」最終年世界会議

開催        （1985 年 ケニア） 

 

「西暦 2000 年に向けての婦人の地位

向上のためのナイロビ将来戦略」 

採択 

１平等 

２発展 

３平和 

４特殊な状況の婦人 

５国際及び地域協力 

「婦人の地位向上のためのナイロビ

将来戦略に関する第1回見直しと評価

に伴う勧告及び結論    （1990 年） 

第 4 回世界女性会議開催 
（1995 年 北京） 

「平等・開発・平和への行動」 

「女性の地位向上のためのナイロビ

将来戦略」の検証 

21 世紀に向けての将来戦略 

国連特別総会「女性 2000 年会議」 

開催      （2000 年 ニューヨーク） 

21 世紀に向けての男女平等・開発・ 

平和 

第 49 回国連婦人の地位委員会 

「北京＋10」閣僚級会合 
（2005 年 ニューヨーク）

第 54 回国連婦人の地位委員会 

「北京＋15」記念会合 
（2010 年 ニューヨーク）

ジェンダー平等と女性のエンパワー

メ ン ト の た め の 国 連 機 関 （ UN 
Women）発足       （2011 年） 

総理府に「婦人問題企画推進本部」設置 

総理府婦人問題担当室の設置（1975 年・昭 50） 

「国内行動計画」の策定（1977･昭和 52） 

・民法・家事審判法の改正 （昭 55） 

・国籍法の改正 （昭 60） 

・男女雇用機会均等法の制定 昭 60・昭 61 施行） 

               

婦人問題を担当する課として，生活福祉部に

青少年婦人課を設置（1978 年・昭 53） 

・「婦人問題対策連絡調整要綱」制定 

・婦人問題懇話会設置 

婦人児童課において婦人問題担当 
（1980 年・昭 55） 

第２次県民福祉基本計画において「婦人の福

祉の向上」として位置付ける。（1980 年・昭 55） 

新茨城県民福祉基本計画において「女性の地

位向上と社会参加の促進」として位置付ける。        
（1986 年・昭 61） 

・民法（離婚復氏制度）改正 （昭 51） 

国際連合 茨城県 日  本 

女性プラン策定に関する提言（婦人問題推進

有識者会議より） （1990 年・平 2） 

・茨城県女性対策推進本部の設置（平 2） 

「いばらきローズプラン 21」の策定 
（1991 年・平成 3年 3 月） 

「いばらきローズプラン 21 推進委員会」の設

置（1991 年・平成 3 年 8 月） 

茨城県長期総合計画に，「男女共同参画社会の

形成」として位置付ける（1995 年・平成 7 年 3 月） 

「いばらきハーモニープラン」を策定 
（1996 年・平成 8年 2 月） 

「いばらきハーモニープラン後期実施計画」

策定（2000 年・平成 12年 3 月） 

「茨城県男女共同参画推進条例」施行 
（2001 年・平成 13年 4 月） 

「茨城県男女共同参画基本計画（新ハーモニ

ープラン）」策定（2002 年・平成 14年 3 月） 

「茨城県男女共同参画実施計画」 

（平成 18 年度～平成 22 年度）策定 
（2006 年・平成 18年 3 月） 

・婦人児童課内に女性対策推進室を設置 

・児童福祉課女性青少年室を設置（平 5） 

・女性青少年課を設置（平 6） 

・男と女・ハーモニー週間の設定 

・女性青少年課を福祉部から知事公室に

組織替（平 11） 

・男女共同参画審議会を設置 
（平成 13 年 4 月） 

・男女共同参画推進本部を設置 
（平成 13 年 5 月） 

「茨城県男女共同参画基本計画（第 2 次）い

きいき いばらきハーモニープラン」（平成 23

年度～平成 27 年度）策定（2011 年・平成 23 年 3 月） 

「女子差別撤廃条約」署名（1980 年・昭 55） 

「女子差別撤廃条約」批准（1985 年・昭 60） 

「西暦2000年に向けての新国内行動計画」

策定      （1987 年・昭 62） 

・育児休業法の公布（平 3） 

・パートタイム労働法施行（平 5） 

・家庭科の男女必修完全実施（平 6） 

・育児休業法の改正 （平 7） 

「第 3次男女共同参画基本計画」決定 
（2010 年・平成 22年 12 月） 

第一次改定    （1991 年・平成 3年 5 月） 

男女共同参画室，男女共同参画審議会，男

女共同参画推進本部設置（1994 年・平成 6 年） 

男女共同参画審議会答申 

「男女共同参画ビジョン－21 世紀の新た

な価値の創造－」（1996 年・平成 8年 7月） 

「男女共同参画 2000 年プラン 

－男女共同参画社会の形成の促進に関する

平成 12 年度（西暦 2000 年）までの国内行

動計画－」を策定 （1996 年・平成 8年 12 月） 

「改正男女雇用機会均等法」施行 
（1999 年・平成 11年 4 月） 

「男女共同参画社会基本法」の公布・

施行（1999 年・平成 11年 6 月） 

「男女共同参画基本計画」決定 
（2000 年・平成 12年 12 月） 

新たに内閣府に「男女共同参画局」 

及び「男女共同参画会議」を設置 
（2001 年・平成 13 年） 

「男女共同参画基本計画(第 2次)」決定 
（2005 年・平成 17年 12 月） 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推

進のための行動指針」を策定 
（2005 年・平成 17年 12 月） 

「女性の職業生活における活躍推進に関す

る法律」施行    （2015 年・平成 27 年 9 月） 
     （2016 年・平成 28年 4 月完全施行） 

「第 4次男女共同参画基本計画」決定 
（2015 年・平成 27年 12 月） 

「茨城県男女共同参画基本計画（第 3 次）～

人が変わる 組織が変わる 社会が変わる～」

（平成 28 年度～平成 32 年度）策定 
（2016 年・平成 28 年 3 月） 

「政治分野における男女共同参画推進法」施

行（2018 年・平成 30 年 5 月） 
・女性青少年課を女性活躍・県民協働

課に再編し，知事公室から県民生活

環境部に組織替（2018 年・平成 30 年） 

「茨城県男女共同参画推進条例」の一部改正          
（2019 年・平成 31年 4 月） 

「女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律等の一部を改正する法律」公布 
（2019 年・令和元年６月） 

男女共同参画に関する国内外の動き 

・男女共同参画苦情・意見処理委員会 

を設置   （2002 年・平成 14年 3 月） 

・女性プラザ男女共同参画支援室設置 
（2005 年・平成 17年 4 月） 



○茨城県男女共同参画推進条例 

平成13年3月28日 

茨城県条例第1号 

茨城県男女共同参画推進条例を公布する。 

茨城県男女共同参画推進条例 

目次 

前文 

第1章 総則(第1条―第7条) 

第2章 男女共同参画の推進に関する基本的施策(第8条―第18条) 

第3章 性別による権利侵害の禁止等(第19条・第20条) 

付則 

人はすべて法の下において平等であり，これまで男女平等の実現に向けた様々な取組が

行われてきたが，今なお，十分に実現されるに至っていない。 

今後，少子高齢化の進展や経済活動の成熟化，情報通信技術の高度化など社会経済情勢

の急速な変化に的確に対応し，県民ひとりひとりがものの豊かさと心の豊かさをあわせ持

つ新しい豊かさを実感することができる茨城を目指すためには，男女が，社会のあらゆる

分野において，互いの違いを認め合い，互いに人権を尊重しながら，それぞれの個性と能

力を十分に生かし，共に責任を担うことができる男女共同参画社会を早急に実現すること

が重要である。 

ここに，男女共同参画社会を実現することを目指して，男女共同参画の推進についての

基本理念を明らかにし，県，県民，事業者等が連携し，一体となって男女共同参画の推進

に取り組むことを決意し，この条例を制定する。 

第1章 総則 

 

(目的) 

第1条 この条例は，男女共同参画の推進についての基本理念を定め，県，県民及び事業

者の責務を明らかにするとともに，男女共同参画の推進に関する施策の基本となる事項

を定めることにより，男女共同参画社会の実現を総合的かつ計画的に推進することを目

的とする。 

 

(定義) 

第2条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 男女共同参画 男女が，社会の対等な構成員として，自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画する機会が確保され，かつ，共に責任を担うことをい

う。 
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(2) 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な

範囲内において，男女のいずれか一方に対し，当該機会を積極的に提供することをい

う。 

 

(基本理念) 

第3条 男女共同参画は，男女の個人としての尊厳が重んぜられること，男女が性別によ

る差別的取扱いを受けないこと，男女が個人として能力を発揮する機会が確保されるこ

とその他の男女の人権が尊重されることを旨として，推進されなければならない。 

2 男女共同参画は，社会における制度又は慣行が男女の社会における活動に対して及ぼ

す影響にできる限り配慮し，男女が性別による固定的な役割分担にとらわれることなく

多様な生き方を選択することができることを旨として，推進されなければならない。 

3 男女共同参画は，男女が，社会の対等な構成員として，県における政策又は民間の団

体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として，

推進されなければならない。 

4 男女共同参画は，家族を構成する男女が，相互の協力と社会の支援の下に，子の養育，

家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果

たし，かつ，当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として，推進

されなければならない。 

5 男女共同参画の推進が国際社会における取組と密接な関係を有していること及び地域

における国際化の進展にかんがみ，男女共同参画は，国際的協調の下に推進されなけれ

ばならない。 

 

(県の責務) 

第4条 県は，前条に定める基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり，男女共同参

画の推進に関する施策(積極的改善措置を含む。以下同じ。)を総合的に策定し，及び実

施する責務を有する。 

2 県は，あらゆる施策を策定し，及び実施するに当たっては，基本理念を尊重するもの

とする。 

3 県は，男女共同参画の推進に関する施策について，県民，事業者，市町村及び国と相

互に連携して取り組むように努めるものとする。 

 

(県民の責務) 

第5条 県民は，職域，学校，地域，家庭その他の社会のあらゆる分野において，基本理

念にのっとり，男女共同参画の推進に努めなければならない。 

2 県民は，基本理念にのっとり，県が行う男女共同参画の推進に関する施策に積極的に

協力するように努めなければならない。 
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(事業者の責務) 

第6条 事業者は，雇用等の分野において，基本理念にのっとり，男女共同参画の推進に

努めなければならない。 

2 事業者は，基本理念にのっとり，男女が職業生活における活動と家庭生活における活

動を両立できるように就労環境の整備に努めなければならない。 

3 事業者は，基本理念にのっとり，県が行う男女共同参画の推進に関する施策に積極的

に協力するように努めなければならない。 

 

(男女共同参画推進月間) 

第7条 男女共同参画の推進について，県民及び事業者の関心と理解を深めるとともに，

男女共同参画の推進に関する活動が積極的に行われるようにするため，男女共同参画推

進月間を設ける。 

2 男女共同参画推進月間は，毎年11月とする。 

第2章 男女共同参画の推進に関する基本的施策 

 

(基本計画) 

第8条 知事は，男女共同参画の推進に関する施策の総合的かつ計画的な実施を図るため，

議会の承認を経て，男女共同参画の推進に関する基本的な計画(以下「基本計画」という。)

を定めなければならない。 

2 基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱 

(2) 前号に掲げるもののほか，男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に

実施するために必要な事項 

3 知事は，基本計画を定めるに当たっては，県民及び事業者の意見を反映することがで

きるように，必要な措置を講じなければならない。 

4 知事は，基本計画を定めるに当たっては，あらかじめ，茨城県男女共同参画審議会の

意見を聴くほか，市町村の意見を求めなければならない。 

5 知事は，基本計画を定めたときは，これを公表しなければならない。 

6 第1項及び前3項の規定は，基本計画の変更(規則で定める軽微な変更を除く。)について

準用する。 

 

(広報活動) 

第9条 県は，男女共同参画に関する県民及び事業者の関心と理解を深めるために必要な

広報活動を行うものとする。 

 

(調査研究等) 

-41-



第10条 県は，男女共同参画を推進するため，男女共同参画に関する情報の収集，分析及

び調査研究を行うものとする。 

 

(男女共同参画の推進に関する教育等) 

第11条 県は，男女共同参画の推進に関する教育及び学習の充実に努めるものとする。 

 

(市町村に対する支援等) 

第12条 県は，市町村が行う男女共同参画の推進に関する基本的な計画の策定及び市町村

が実施する男女共同参画の推進に関する施策を支援するため，情報の提供，技術的な助

言その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

2 県は，県が実施する男女共同参画の推進に関する施策について，市町村に対し，協力

を求めることができる。 

 

(県民等に対する支援) 

第13条 県は，県民又は民間の団体が行う男女共同参画の推進に関する活動を支援するた

め，情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

(苦情等の申出及び申出の処理体制の整備) 

第14条 県民及び事業者は，男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる事項につい

ての苦情その他の意見を知事に申し出ることができる。 

2 知事は，前項の規定による申出を適切かつ迅速に処理するために必要な体制を整備す

るものとする。 

 

(推進体制の整備) 

第15条 県は，男女共同参画の推進を図るために必要な推進体制の整備に努めるものとす

る。 

 

(付属機関等における積極的改善措置) 

第16条 県は，付属機関(地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定に基づ

く付属機関をいう。)その他これに準ずるものにおける委員の任命又は委嘱に当たっては，

積極的改善措置を講ずるように努めるものとする。 

 

(男女共同参画の状況についての報告等) 

第17条 知事は，男女共同参画の推進に必要があると認めるときは，事業者に対し，男女

共同参画の状況について報告を求めることができる。 

2 知事は，前項の規定により把握した男女共同参画の状況を取りまとめ，公表すること
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ができる。 

3 知事は，第1項の規定による報告に基づき，事業者に対し，情報の提供その他の必要な

措置を講ずることができる。 

 

(男女共同参画の状況等の公表) 

第18条 知事は，毎年，男女共同参画の推進に資するため，男女共同参画の状況，県が講

じた男女共同参画の推進に関する施策等について公表しなければならない。 

第3章 性別による権利侵害の禁止等 

(平31条例12・改称) 

 

(性別による権利侵害の禁止) 

第19条 何人も，セクシュアル・ハラスメント(性的な言動により当該言動を受けた個人の

生活環境を害すること又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与

えることをいう。以下同じ。)を行ってはならない。 

2 何人も，配偶者等に対し，身体的又は精神的な苦痛を与えるような暴力的行為を行っ

てはならない。 

3 何人も，性的指向(自己の恋愛又は性愛の対象となる性別についての指向のことをいう。

以下同じ。)及び性自認(自己の性別についての認識のことをいう。以下同じ。)を理由と

する不当な差別的取扱いを行ってはならない。 

(平31条例12・一部改正) 

 

(情報提供等) 

第20条 県は，セクシュアル・ハラスメント及び配偶者等に対する暴力的行為の防止並び

に性的指向及び性自認を理由とする不当な差別的取扱いの解消を図るため，必要な情報

の提供，啓発及び相談体制の整備を行うものとする。 

(平31条例12・追加) 

 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は，平成13年4月1日から施行する。 

(茨城県行政組織条例の一部改正) 

2 茨城県行政組織条例(昭和38年茨城県条例第45号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 

付 則(平成31年条例第12号) 

この条例は，平成31年4月1日から施行する。 
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